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 株式会社 Japan Nexus Intelligence とオーストラリア戦略政策研究所

（ASPI）の調査で、中国の国営メディアおよび外交当局のソーシャルメディア

アカウントは 2025年、インド太平洋における防衛・安全保障パートナーとし

ての日本の立場を弱体化させる取り組みを強化したことが判明した。従来のキ

ャンペーンが、水面下で協調的かつ非真正なネットワークに大きく依存してい

たのに対し、中国政府は地域の情報環境に不安定化をもたらすメッセージを意

図的に広めるため、国家と関係の深い公式チャネルをますます利用するように

なっている。 

 中国政府が戦略を変えたことにはいくつかの目的がある。公式なメッセージ

発信は、特に東南アジアや太平洋地域の政府、地元の有力者、メディア・エコ

システムを標的とする際に、より大きな規模と正当性、影響力をもって中国の

ナラティブを反映できる。また、水面下の影響工作と比べて、作戦上のリスク
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が低いという利点もある。水面下のネットワークは依然として活動しているも

のの、研究者によるリサーチやプラットフォームの削除対応によって、その作

戦上の信頼性は低下している。 

 これに対し、公式な外交チャネルや国営メディアは、より高い正当性があ

り、少ない障壁でより大きな聴衆に届けられるため、ナラティブをより広く、

説得力をもって拡散することができる。 

 実際、欧州連合（EU）が 2023年に公表した外国による情報操作・干渉に関

する報告書は、公式の外交チャネルの利用が最も一般的なコンテンツ配信手法

であると指摘している。2025年の EU報告書でも、中国政府が中国国営メディ

アの到達範囲を拡大するためにソーシャルメディア・アカウントを使用してい

たことが指摘された。 

 その最新の例が、中国による台湾攻撃が日本を軍事的対応に追い込む可能性

があると高市早苗首相が発言した後、高市首相の信頼性を損なうことを狙った

キャンペーンである。この一環として、11月 19日、中国駐オーストラリア大

使館は X上で、日本および高市首相を批判する 4本の動画を投稿した。 

 水面下の工作から公然の工作への移行は、自信の高まりも示している。大使

館、大使、国営メディアを通じて言説を発信することは、偽情報を外交関与の

一部として常態化させる傾向がある。また、日本、米国、その他のパートナー

国の影響力に対抗する直接的なメッセージとして、中国の主張を位置づけるこ

とにもなる。 

 したがって、インド太平洋諸国にとって脅威の性質は変化している。現在

は、公式な国家チャネルを通じて発信され、プロパガンダと歴史や地政学の選

択的な枠付けが混在した中国の言説と対峙する必要がある。こうした公然の取

り組みは、見かけ上の権威性や正式な外交チャネルによる増幅、さらには各国

固有の国民感情を標的にしている点から、より説得力を持ちうる。その結果、

悪意ある影響力がより可視化される一方で、反論がより複雑になる情報環境が

生まれている。 

 中国政府が地域全体で自己主張を強める中、中国は自らの影響力に対抗する

同盟関係を弱体化させようとしている。日本は、米国の同盟国であり、台湾や

フィリピンを積極的に支持し、太平洋において開発および安全保障のパートナ

ーとして存在感を強めていることから、特に標的とされている。 
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 2025年を通じて、中国の国営メディアは日本を批判するナラティブを流布

し、これらは外交チャンネルによって X上で東南アジアや太平洋の聴衆に拡散

された。 

 中国の主要なナラティブは、第二次世界大戦終結 80周年に焦点を当て、日

本の歴史を利用して現代の役割を損なうものであった。これにより、日本の防

衛パートナーシップが地域の平和を損ねている、また日本政府がインド太平洋

を「再軍備化」しているといった主張が繰り返し展開された。 

 フィリピンとフィジーは、これらの取り組みにおける主要な標的となった。

中国のプロパガンダは、南シナ海をめぐるフィリピン政府への圧力の一環とし

て、フィリピンで活発に展開されている。このケースでは、日本とのパートナ

ーシップを挑発的で不安定化をもたらすものと描くことで、フィリピンを孤立

させることが目的であった。中国はまた、外交上のハブであるフィジーも標的

とし、ソーシャルメディアを通じて情報環境を混乱させ、中国の現地影響力を

促進した。 

 第二次世界大戦の記念年は、これらのキャンペーンの焦点となった。1月か

ら 10月の間に、「中国人民抗日戦争および世界反ファシズム戦争」への言及

は、Xおよびニュース報道で約 78 万 100件に急増し、2024 年の約 1万 6,800

件から大幅に増加した。ピークは 9月 3日の中国の戦勝記念パレード前後であ

った。 

 

画像：「中国人民抗日戦争および世界反ファシズム戦争」への Xおよびニュー

ス報道での言及数。 

 中国の駐フィジー、フィリピン、オーストラリア各大使館は、それぞれ

China Daily、新華社、人民日報オンラインの記事を拡散し、日本の歴史的行

為を批判するとともに、中国を「平和愛好国家」として描いた。一部の記事

は、「中国人民とオーストラリア人民の対日侵略への共同抵抗」といった言及

を通じて、中国政府のスタンスに沿った形で戦時史を読み替えようとした。こ
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れは、中国とパートナー国を、日本に対抗する存在と位置付けようとする試み

である。 

 

 フィリピンの中国大使館は、X上の複数の投稿で、「中国、フィリピン、東

南アジア諸国など、日本による残虐な占領と侵略を経験したアジアの国々」に

言及し、「第二次世界大戦中、中国人民とフィリピン人民を含むアジア諸国の

人々は、日本の侵略者に対して肩を並べて戦った」と述べた。また、日本に対

し、「アジアの隣国の信頼を得るために、侵略の歴史と正面から向き合い、反

省すべきだ」と呼びかけた。 
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 国営メディアはこれらのテーマを補強し、日本の現代の防衛活動を、過去の

侵略と結び付けた。4月に石破茂首相（当時）が NATOのマルク・ルッテ事務総

長と会談した際、中国外務省報道官は、日本は「歴史から深刻な教訓を汲み取

るべきだ」と主張した。これらの発言は、その後、NetEase News で引用され

た。 

 China Military Online の記事は、日本が宇宙防衛指針を公表したことを、

米国に後押しされた新たな軍事冒険主義の証拠と位置づけた。この記事は第二

次世界大戦の記念と結び付け、「世界は歴史の教訓を忘れず、覇権主義と軍国

主義に警戒し、それらに抵抗することで世界平和を守らなければならない」と

述べた。このような反応は中国メディアに共通しており、日本の安全保障政策

を軍事化として描く一方で、中国を平和愛好国として対照的に描いている。 

 中国は二国間や多国間の防衛協力も標的とした。8月にオーストラリアがフ

リゲート艦計画で日本の設計を採用した後、中国の国有メディア鳳凰網

（Ifeng）は、日本の参加は複数の戦略的意図を反映していると主張した。同
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メディアは、「日本はこの機会を利用して同盟を構築し、地域秩序と安定を攪

乱し、軍事パートナーシップの寄せ集めを通じて自国の利益を推進しようとし

ている」と述べた。 

 

画像：「日本が大型完成兵器の初輸出を獲得！」と題された Ifeng の記事。 

 同様に、7 月 29日、中国駐マニラ大使館は、フィリピンに対する老朽化した

あぶくま級護衛艦の日本からの売却報道を批判する外務省記者会見の声明を X

に投稿し、フィリピン政府が域外勢力と「結託している」と非難した。 

 こうした発言は、通常は米国、そして近年では日本を排除する形で地域空間

を再定義し、フィリピンのような国々を孤立させ、中国の地域における立場を

強化するものである。 

 2025年、日本は複数の共同軍事演習を実施し、中国からの批判を招いた。 

 主にオーストラリアおよびその周辺で実施された演習「タリスマン・セイバ

ー」への日本の参加に対し、China Military Online は、「日本が国内外の軍

事演習に定期的に参加することで攻撃的な軍事能力を強化していることが分か

る」と指摘した。同記事は、こうした活動がインド太平洋の平和と安定を損な

い、戦後の国際秩序を危うくすると主張した。 
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画像：「日本は多国間合同軍事演習に積極的に参加している」と題された中国

メディアの記事。 

 日本、米国、オーストラリアが参加した日本拠点の演習「武士道ガーディア

ン」への反応として、China Military Online は、3か国がステルス戦闘機の

運用に重点を置いた共同訓練枠組みを構築し、抑止および攻撃的意図を示して

いると主張し、この演習が地域を不安定化させていると論じた。 

 2024年 8 月、中国駐フィリピン大使館は、南シナ海で「フィリピンとともに

軍事活動を行う米国と日本」を非難する新華社の記事を Xで共有した。同記事

は、「最近の日本とフィリピンの合同軍事演習」を名指しし、日本が「騒ぎを

起こし、事態を混乱させている」と非難した。 

 また 7月には、中国駐オーストラリア大使館が、共同軍事演習に伴う日本へ

の米国製中距離ミサイルシステム「タイフォン」配備を批判する外務省報道官

の声明を投稿した。報道官は、「軍国主義的侵略の歴史があるため、日本の軍

事・安全保障上の動きは常にアジアの隣国から注視されている」と述べた。 

 このアプローチは、インド太平洋の安全保障環境を別の枠組みで描き直すこ

とにより、日本のような国々の取り組みを正当でないものと扱う一方で、中国

を「安定化をもたらす代替的存在」として提示するものである。 

 太平洋地域では、中国は第二次世界大戦との比較を用い、日本の開発援助や

防衛における関与が軍国主義的野心を隠していると主張した。2024 年の太平

洋・島サミットで東京が 600億円の支援を表明した後、中国のアナリストは、

http://eng.chinamil.com.cn/2025xb/W/A_251464/16415634.html
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日本の行動は真の安全をもたらさず、対抗措置を引き起こすだけだと主張し

た。同様の論調は、日本・太平洋防衛会合に関する新華社の論評にも見られ、

日本と米国が地域を「軍事化」していると非難した。 

 

画像：「600 億円を投入！ 日本は南太平洋の島嶼国を必死に取り込もうとして

いる」と題された CNR の記事。 

 中国が地域における影響力を強めるにつれ、日本を含むインド太平洋のパー

トナーを正当でないものとし、孤立させようとする取り組みは、今後さらに激

化し、多様化するとみられる。水面下のネットワークは存続する一方で、中国

政府が公然の外交や国営メディアへの依存を強めていることは、偽情報が公式

の権威をまとい、地域の政治的感情に合わせて発信されることを意味する。こ

れにより脅威はより可視化されるが、対抗することはより困難になる。 

 西側諸国の政府は、共同演習、防衛協力、開発イニシアチブに対する新たな

プロパガンダ攻撃を想定すべきである。そのため、自らの関与が地域の緊張を

高めるためではなく、秩序と安定を維持・強化することを目的としている点を

明確に伝える戦略的コミュニケーションは引き続き不可欠である。透明性、地

域の主体性への尊重、実際的な利益に基づく明確で積極的なメッセージは、パ

ートナー国に対して中国の言説に対する免疫を与えるとともに、それらの言説

が地域の安定を高めるのではなく、むしろ損なうことを示す助けとなる。 

 

本記事は、インド太平洋における国家主導の情報作戦およびハイブリッド脅威

に関する、ASPI と株式会社 Japan Nexus Intelligence のパートナーシップの

一環である。 
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